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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第53期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第54期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第53期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

売上高 (百万円) 48,648 49,948 197,671

経常利益 (百万円) 2,252 1,954 8,460

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,327 816 4,827

純資産額 (百万円) 33,192 36,648 36,299

総資産額 (百万円) 72,456 79,442 80,299

１株当たり純資産額 (円) 1,700.93 1,877.41 1,859.18

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 68.39 42.04 248.62

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 45.6 45.9 45.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 569 93 7,965

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,944 △842 △9,039

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △363 △869 △129

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,752 2,668 4,287

従業員数 (名) 2,185 2,271 2,147

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載してお

りません。

２　「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

３　「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　　　　平成22年６月30日現在

従業員数(名) 2,271(6,989)　

（注）従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

　

(2) 提出会社の状況

　　　　平成22年６月30日現在

従業員数(名) 1,816(4,287)　

（注）従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 売上高(百万円) 前年同四半期比(％)

スーパーマーケット事業 47,902 －

その他 2,045 －

合計 49,948 －

(注)総販売実績に対し、10％以上に該当する販売先はありません。

　
(2) 仕入実績

当第１四半期連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同四半期比(％)

スーパーマーケット事業 34,640 －

その他 1,450 －

合計 36,091 －

(注)上記の金額は、実際仕入金額によっております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、輸出の緩やかな増加や緊急経済対策の効果などに

より企業収益が改善しつつあり、景気は持ち直してきておりますが、一方、欧州を中心とした海外景気の

下振れ懸念、金融市場の変動やデフレの影響、さらには雇用情勢の悪化懸念など全体としては引き続き厳

しい状況が続いております。

また、スーパーマーケット業界におきましては、子ども手当の支給など経済対策の効果もあって個人消

費は一部に改善の兆しはありますが、先行きの雇用・所得不安などを背景にしてお客さまの低価格志向

は強く、そのため激しい安売り競争は依然として続いており、経営環境は厳しい状況にあります。

こうした環境下、当社は、売上とともに荒利益の確保に注力をいたしました。また同時に経費削減・効

率化についても、引き続き努力を継続してまいりました。

この結果、当第１四半期連結会計期間における売上高は49,948百万円（前年同四半期比2.7％増）であ

りましたが、新店の先行投資等販管費の増加などにより、営業利益は1,994百万円（同13.0％減）、経常利

益は1,954百万円（同13.2％減）、四半期純利益は816百万円（同38.5％減）となりました。

　なお、セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

〔スーパーマーケット事業〕

当第１四半期連結会計期間は、第６次中期経営計画の２年目として、その基本目標であります『豊かで

楽しい食生活提案型スーパーマーケットの充実』に向けて、各種課題に積極的に取組みました。

特に当期は当社創業120周年にあたり、期初から営業キャンペーンを展開するなど販促を強化するとと

もに、当社の基本経営戦略でありますミールソリューションの充実と価格コンシャスの徹底を図りまし

た。

なお、店舗につきましては、４月に桐生境野店（群馬県桐生市）を開設いたしました。また既存店２店

舗の改装も行いました。

この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は47,902百万円、営業利益は1,871百万円となりました。

　

〔その他(調剤薬局事業)〕

調剤薬局事業につきましては、引き続き安定的な収益計上に努めました。

この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は2,045百万円、営業利益は122百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末より856百万円減少して79,442百万

円となりました。これは主に、法人税等の納付により現金及び預金が減少したためです。

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末より1,205百万円減少して42,794百万

円となりました。これは主に、未払法人税等及び賞与引当金の減少によるものです。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末より348百万円増加して36,648百万

円となりました。これは主に、四半期純利益の計上による利益剰余金の増加によるものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末より1,618百万円減少して2,668百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における営業活動の結果、得られた資金は、93百万円(前年同四半期比476百

万円減)となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益及び減価償却費の計上によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における投資活動の結果、使用した資金は、842百万円(同1,102百万円減)と

なりました。これは主に、新規店舗開設に伴う建物及び土地の取得によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間における財務活動の結果、使用した資金は、869百万円(同505百万円増)とな

りました。これは主に、配当金の支払及び長期借入金の返済によるものです。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

①前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等のうち、当第１四半期連結会計期間中に完了

したものは次のとおりであります。

会社名 事業所名 セグメントの名称 所在地 設備の内容 完了年月

提出会社及び㈱
三味 草加原町店　　 スーパーマーケッ

ト事業 埼玉県草加市 店舗 平成22年６月

　

②当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は下記のとおりであり

ます。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額(百万円)

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

年間売上
予定額
(百万円)総額 既支払額

提出会社
及び㈱三
味
 

大宮大成店
(埼玉県さ
いたま市北
区)

スーパー
マーケッ
ト事業

店舗 1,8621,225
自己資金・
借入金

平成22年
８月

平成23年
２月

1,600

大宮盆栽町
店 ( 仮
称)(埼玉県
さいたま市
北区)

スーパー
マーケッ
ト事業

店舗 1,509 909
自己資金・
借入金

平成22年
９月

平成23年
４月

1,500

船橋三山店
(千葉県船
橋市)

スーパー
マーケッ
ト事業

店舗 647 33
自己資金・
借入金

平成23年
１月

平成23年
７月

1,500

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 27,317,000

計 27,317,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年８月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,006,861 20,006,861
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100
株であります。

計 20,006,861 20,006,861 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日から
平成22年６月30日

― 20,006,861 ― 4,199 ― 3,606

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

591,200
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

19,398,700
193,987 ―

単元未満株式
普通株式

16,961
― ―

発行済株式総数 20,006,861― ―

総株主の議決権 ― 193,987 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式76株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ヤオコー

埼玉県川越市
脇田本町１番地５

591,200 ― 591,200 2.95

計 ― 591,200 ― 591,200 2.95

(注)　当第１四半期会計期間末の自己株式数は591,473株であります。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高(円) 2,796 2,714 2,558

最低(円) 2,700 2,435 2,450

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,699 4,384

売掛金 1,834 1,918

商品及び製品 4,538 4,203

原材料及び貯蔵品 155 140

繰延税金資産 608 1,022

その他 2,460 2,884

流動資産合計 12,297 14,552

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 18,501 17,711

土地 25,692 25,031

その他（純額） 5,425 5,523

有形固定資産合計 ※
 49,619

※
 48,266

無形固定資産 1,143 1,162

投資その他の資産

繰延税金資産 1,265 1,069

差入保証金 12,684 12,846

その他 2,433 2,403

投資その他の資産合計 16,382 16,318

固定資産合計 67,145 65,746

資産合計 79,442 80,299
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 11,857 11,858

短期借入金 4,740 4,500

1年内返済予定の長期借入金 959 1,259

未払費用 4,143 4,021

未払法人税等 435 2,085

賞与引当金 1,021 1,800

商品券回収損引当金 20 20

その他 2,005 1,839

流動負債合計 25,184 27,385

固定負債

長期借入金 6,209 6,399

再評価に係る繰延税金負債 66 66

退職給付引当金 1,408 1,385

役員退職慰労引当金 275 269

資産除去債務 1,210 －

預り保証金 4,960 5,014

その他 3,481 3,480

固定負債合計 17,610 16,614

負債合計 42,794 43,999

純資産の部

株主資本

資本金 4,199 4,199

資本剰余金 3,606 3,606

利益剰余金 35,027 34,667

自己株式 △1,383 △1,382

株主資本合計 41,450 41,091

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4 1

土地再評価差額金 △4,995 △4,995

評価・換算差額等合計 △5,000 △4,994

少数株主持分 197 202

純資産合計 36,648 36,299

負債純資産合計 79,442 80,299
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 48,648 49,948

売上原価 34,772 35,789

売上総利益 13,876 14,159

営業収入 2,199 2,268

営業総利益 16,076 16,428

販売費及び一般管理費

配送費 933 －

広告宣伝費 451 －

給料及び手当 5,528 －

賞与引当金繰入額 960 －

退職給付費用 329 －

水道光熱費 708 －

地代家賃 1,710 －

減価償却費 612 －

その他 2,549 －

販売費及び一般管理費合計 13,784 ※
 14,434

営業利益 2,291 1,994

営業外収益

受取利息 37 36

受取配当金 7 2

その他 11 9

営業外収益合計 56 48

営業外費用

支払利息 85 82

その他 10 5

営業外費用合計 96 87

経常利益 2,252 1,954

特別利益

賃貸借契約違約金収入 21 6

その他 7 －

特別利益合計 29 6

特別損失

固定資産除却損 1 2

減損損失 － 17

役員退職慰労金 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 442

その他 1 －

特別損失合計 4 462

税金等調整前四半期純利益 2,276 1,498

法人税、住民税及び事業税 399 449

法人税等調整額 539 221

法人税等合計 938 670

少数株主損益調整前四半期純利益 － 827

少数株主利益 10 11

四半期純利益 1,327 816
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,276 1,498

減価償却費 617 721

減損損失 － 17

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12 22

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2 5

受取利息及び受取配当金 △45 △38

支払利息 85 82

固定資産除却損 1 2

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 442

売上債権の増減額（△は増加） 33 83

たな卸資産の増減額（△は増加） △263 △350

仕入債務の増減額（△は減少） △423 △0

未払又は未収消費税等の増減額 296 △25

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △114 △68

その他 △207 △227

小計 2,266 2,166

利息及び配当金の受取額 16 8

利息の支払額 △72 △69

法人税等の支払額 △1,640 △2,012

営業活動によるキャッシュ・フロー 569 93

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △30 △30

定期預金の払戻による収入 96 96

有形固定資産の取得による支出 △2,223 △1,082

有形固定資産の売却による収入 6 －

投資有価証券の取得による支出 － △98

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 100

差入保証金の差入による支出 △10 △4

差入保証金の回収による収入 219 224

その他 △2 △46

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,944 △842

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,140 240

長期借入金の返済による支出 △959 △489

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △446 △456

リース債務の返済による支出 △81 △146

少数株主への配当金の支払額 △16 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー △363 △869

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,738 △1,618

現金及び現金同等物の期首残高 5,490 4,287

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,752

※
 2,668
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【継続企業の前提に関する事項】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日  至　平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用し

ております。

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ19百万円減少しており、税金等調整前四半期純利益は462百万円減少

しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は1,174百万円であります。

　

【表示方法の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日  至　平成22年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

１　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

２　前第１四半期連結累計期間において販売費及び一般管理費は、適当と認められる費目に分類して掲記しておりま

したが、当第１四半期連結累計期間より四半期連結損益計算書の一覧性を高めるため、「販売費及び一般管理

費」として一括して掲記する方法に変更しました。なお、主要な費目及びその金額は「注記事項」(四半期連結

損益計算書関係)に記載しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日  至　平成22年６月30日)

１　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部の子会社において、実地棚卸を省略し、前連結会

計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額 26,405百万円※　有形固定資産の減価償却累計額 25,417百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

――――― ※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次の通りです。

配送費 969百万円

広告宣伝費 480百万円

給料及び手当 5,702百万円

賞与引当金繰入額 1,017百万円

退職給付費用 326百万円

水道光熱費 735百万円

地代家賃 1,770百万円

減価償却費 715百万円

その他 2,716百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,783百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金等 △31百万円

現金及び現金同等物 3,752百万円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,699百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金等 △31百万円

現金及び現金同等物 2,668百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 20,006,861

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 591,473

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 456 23.50平成22年３月31日 平成22年６月23日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

当社及び連結子会社は、生鮮食料品を中心に一般食品・日用雑貨用品の販売を主体とするスーパー

マーケット及び調剤薬局の経営等の小売業のみを営んでおり、単一のセグメントであるため、事業の種

類別セグメント情報は記載しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、最高経

営意思決定機関が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象になってい

るものであります。

当社グループは、商品・サービス別の事業会社を置き、各事業会社は取り扱う商品・サービスについて包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループでは、事業会社を基礎とした商品・サービス別の事業セグメントから構成され

ており、商品・サービスの内容、販売市場の類似性に基づき、複数の事業セグメントを集約した上で、スー

パーマーケット事業を報告セグメントとしております。

スーパーマーケット事業は、生鮮食料品を中心に一般食品・デリカ食品・日用雑貨用品等の販売を主体

とするものであります。
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他（注） 合計
スーパーマーケット事業

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 47,902 2,045 49,948

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － －

計 47,902 2,045 49,948

セグメント利益 1,871 122 1,993

(注)「その他」は調剤薬局事業であります。

　

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,871

「その他」の区分の利益 122

セグメント間取引消去 0

四半期連結損益計算書の営業利益 1,994
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(金融商品関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 1,877円41銭
　

　 1,859円18銭
　

　

(注)　１株当たり純資産の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 36,648 36,299

普通株式に係る純資産額(百万円) 36,450 36,097

差額の主な内訳(百万円)
　少数株主持分

197 202

普通株式の発行済株式数(千株) 20,006 20,006

普通株式の自己株式数(千株) 591 591

１株当たり純資産の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

19,415 19,415

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 68円39銭
　

１株当たり四半期純利益金額 42円04銭
　

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純利益金額(百万円)

1,327 816

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,327 816

普通株主に帰属しない金額(百万円)　 ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 19,415 19,415

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月７日

株式会社ヤオコー

取締役会  御中

　

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    齊    藤    浩    司    ㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    木    間    久    幸    ㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ヤオコーの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤオコー及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月６日

株式会社ヤオコー

取締役会  御中

　

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    齊    藤    浩    司    ㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    木    間    久    幸    ㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ヤオコーの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤオコー及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び連結

子会社は当第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」を適用している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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